予算要求資料
平成29年度当初予算 支出科目 款：農林水産業費 項：林業費 目：県産材流通対策費　　　
	事業名　きのこ等生産資材導入円滑化事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
  　　　　　　　林政部　県産材流通課　資源活用係　電話番号：058-272-1111（内3014）
　　　　　　　E-mail：c11545@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　786千円（前年度予算額：786千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
	786
	786
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	786
	786
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	786
	786
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
原木しいたけ生産は、農山村地域の貴重な収入源のみならず、その生産過程における木質資源の活用を通じ、健全な森林の整備に寄与している。　　　　　　　

東日本大震災に伴う原子力発電所事故の影響により、キノコ原木等の不足や価格の高騰が生じている。資材費が高騰する一方、販売価格が下落傾向にあるため、生産者所得は減少しており、生産者の減少も進行している。
林野庁で平成25年度に創設された「きのこ等生産資材導入円滑化事業」を財源として活用する。（岐阜県においては平成26年度に事業創設）
（２）事業内容
原発事故の影響により被害を受けたきのこ等生産資材について、被災前と被災後の導入に係る経費の差額の1/2以内を支援する。
（３）県負担・補助率の考え方
　　　県負担なし（財源はすべて国庫支出のため県負担なし）
（４）類似事業の有無
　　　なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	786
	・被災前と被災後の導入費用の差額の1/2以内

　[実施主体：補助金額（導入量＊差額＊1/2）]

・白川町椎茸原木購入組合：786千円

（34,190本＊46円/2）

	合計
	786
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
第３期岐阜県森林づくり基本計画（H29～33年度）
　　２　林業及び木材産業の振興
　　（３）森林資源の有効利用の促進
特用林産の振興
指標：平成33年度まで3,000ｔのキノコ生産量を維持することを目指す。
（２）後年度の財政負担
きのこ等生産資材導入円滑化事業　平成25～32年度（8年間）
（３）事業主体及びその妥当性
　事業主体：森林組合、生産森林組合、森林組合連合会、農業協同組合、農業協同組合連合会、農事組合法人、林業者等の組織する団体、地方公共団体等の出資する法人
放射性物質の汚染によるキノコ原木等の供給不足等により、これまでのきのこ原木等の導入先の切替え等を余儀なくされた、林業者等の組織する団体を事業主体とすることは妥当である。
（別紙２）
事業評価調書
	□ 新規要求事業

	■ 継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	第３期岐阜県森林づくり基本計画の特用林産の振興に基づき、岐阜県内のキノコ生産量について、平成33年度まで3,000ｔのキノコ生産量を維持することを目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	キノコ生産量

	3,136ｔ
（H28推計）
	-
（-）
	3,136t
（H27）
	3,000ｔ
（H33）
	104.5%



（前年度の取組）
	平成28年度　きのこ等生産資材導入円滑化事業
白川町椎茸原木購入組合の購入するキノコ原木18,305本に対して、　421,000円の補助をした。
　


（前年度の成果）
	しいたけ原木を共同購入する団体（白川町椎茸原木購入組合）へ補助をし、原木しいたけ生産者の経営基盤を強化し、特用林産物の生産継続を図った。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	原木しいたけ生産は、農山村地域の貴重な収入源のみならず、その生産過程における木質資源の活用を通じ、健全な森林の整備に寄与している。しかし、東日本大震災に伴う原子力発電所事故の影響により、きのこ原木等の不足や価格が高騰する一方、販売価格は下落傾向にあるため、生産者所得は減少しており、生産者の減少も進行している。
第３期岐阜県森林づくり基本計画の「キノコ生産量」の目標値を達成するためには、原木しいたけ生産の振興は不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
　△

	生産者の高齢化等に伴う生産量の減少や、生産資材の高騰等により達成率は低調となっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
　○
	東日本大震災に伴う原子力発電所事故の影響により、しいたけ原木の価格は高騰しているが、本事業により、生産資材の確保における生産者の負担を軽減することができ、原木しいたけの生産継続や安全な原木しいたけの安定供給を支援した。


（今後の課題）
	県内産のしいたけ原木が他県へ流出しており、県内の原木しいたけ生産者がしいたけ原木を購入できない状況にある。また、原木生産者も不足している状態であるため、原木生産のシステムを構築する必要がある。



（次年度の方向性）
	国庫補助事業（きのこ等生産資材導入円滑化事業・平成２５～３２年度）


